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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、

１．株主をより重視した経営を行い、ＲＯＥや株主資本収益率の向上を重視した経営をしていくこと。

２．経営に対する適正な監視機構の実効性を確保し、株主総会、取締役会、監査等委員会の活性化を図っていくこと。

３．経営における透明性、公開性の推進と公正性の確保に努め、提起される提言や意見を咀嚼し経営に活かしていくこと。

以上を基本と考えております。

また、当社は、監査等委員会設置会社であり、業務執行取締役の職務執行に対する監督は、監査等委員である取締役が行っております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【原則１－２、補充原則１－２(５）】実質株主との対話

当社では、株主総会における議決権は、株主名簿上に記載または記録されている者が有しているものとしており、信託銀行等の名義で株式を保
有する実質株主が株主総会に出席し、議決権の行使を行うことは原則として認めておりません。

今後は、信託銀行と協議を重ね実質株主の出席について検討いたします。

【原則３－１（ｖ）、補充原則３－１（２）】英語での情報開示・提供

当社は、現状の海外投資家比率では英語での情報開示の必要性を感じておらず、今後、海外投資家比率に注視し、決算短信、株主総会招集通
知の英文化を検討してまいります。

【原則４－１、補充原則４－１（３）】最高経営責任者等の後継者の計画

現時点では具体的な後継者の計画を策定しておりませんが、今後、当社の経営戦略を踏まえ、透明性及び公平性の高い後継者選定の基準を取
締役会及び監査等委員会で策定する予定であります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４】政策保有株式

当社は、事業運営上の必要性などを総合的に勘案した上で、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資すると認められない政策保
有株式は保有いたしません。

個別の政策保有株式の保有の合理性については、担当取締役による検証を適宜行い、必要に応じ取締役会に保有の可否を諮ることとしていま
す。政策保有株式の議決権行使に当たっては、当該企業の企業価値向上に資するものであるか、また当社グループの持続的成長と中長期的な
企業価値の向上に資するものであるかを基準として、適切に判断を行うこととしております。

【原則１－７】関連当事者間の取引

取締役が競合取引及び利益相反取引を行う場合は、会社法及び取締役会規程等に従い、取締役会において承認を要することとしております。

また、その他の関連当事者との重要な取引については、内容の妥当性等について取締役会において審議した上で決定しております。

【原則２－６】アセットオーナーとしての機能

当社は、従業員の福利厚生の一環として、確定給付企業年金制度を導入しておりますが、厚生労働省のガイドラインに基づき定めている「年金資
産の運用に関する基本方針」により、受益者利益の最大化を図っております。

また、定期的に運用受託機関の評価を実施するとともに、当社において企業年金の運用に携わる人材の知識の向上に努めております。

【原則３－１】情報開示の充実

経営理念、経営戦略、経営計画

当社は、「敬天愛人」を社是とし「建設業を通じて人と社会に貢献する」ことを経営理念としております。

会社の経営戦略及び経営計画は、適時・適切な情報を当社ＷＥＢ上に開示することにより、情報の公正性、適時性を確保しております。

なお、経営理念は、http://ohmori.co.jp/corporate/greeeting.html

情報開示については、http://ohmori.co.jp/「ＩＲ情報」に掲載しております。

【原則３－１（ii）】コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、

１．株主をより重視した経営を行い、ＲＯＥや株主資本収益率の向上を重視した経営をしていくこと。

２．経営に対する適正な監視機構の実効性を確保し、株主総会、取締役会、監査等委員会の活性化を図っていくこと。

３．経営における透明性、公開性の推進と公正性の確保に努め、提起される提言や意見を咀嚼し経営に活かしていくこと。

以上を基本と考えております。

また、当社は監査等委員会設置会社であり、業務執行取締役の職務執行に対する監督は、監査等委員である取締役が行っております。

【原則３－１（iii）】経営幹部や取締役の報酬の決定方針と手続き

当社の取締役等の報酬は、中長期的な業績向上と企業価値向上への貢献意欲を高めることを基本方針として報酬を決定しております。



取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬につきましては、定時株主総会で決議した年額の範囲内で、社長が原案を作成し取締役会で決
議しております。

なお、監査等委員である取締役の報酬については、定時株主総会で決議した年額の範囲内で、監査等委員である取締役の協議にて決定しており
ます。

また、役員退職慰労金制度を廃止し、その代りに導入した株式報酬型ストック・オプション（新株予約権）につきましては、当社役員の貢献度などを
報酬に反映させることにより中長期的に当社の企業価値を高め、株主重視の経営意識を一層高めることを目的として、2013年より導入しており、
年額報酬の範囲内で、担当部門の利益貢献度に応じて付与しております。

【原則３－１（iv）】経営幹部の選解任と取締役の指名方針と手続き

監査等委員でない取締役候補者については、当社の企業理念を尊重し、経営戦略及び持続的成長と中長期的な企業価値向上に貢献する候補
者であることを基準に選定し、経営会議で能力、経験、人柄等を検討し、取締役会で決定しております。

また、監査等委員である取締役候補者については、経営監視に求められる能力、見識、人柄等を検討し、監査等委員会で決定しております。

また、監査等委員でない取締役の解任については、取締役会において慎重に検討し、取締役会規程に基づき決定することとしております。

監査等委員である取締役の解任については、監査等委員会において慎重に検討し、監査等委員会規程に基づき決定することとしております。

【原則３－１（v）】上記選解任の方針等を踏まえた個々の選解任・指名についての説明

取締役候補者の選任に際しては、「株主総会招集ご通知」に個人別の経歴及び選任理由を記載しております。

【原則４－１、補充原則４－１（1）】経営陣に対する委任の範囲

取締役会は、経営に関する重要事項及び取締役会規程に記載されている事項の決定を行い、それ以外の事項については、その重要性を慎重に
検討した上で、業務執行取締役に委任できる事項については、業務執行取締役に委任しております。

【原則４－８】独立社外取締役の有効な活用

経営陣から独立した客観的視点で監査しており、取締役会の決定に対し違う角度からの検証を行なっております。

【原則４－８、補充原則４－８（１）】独立社外取締役の情報交換・認識共有

当社は、監査等委員会設置会社で、監査等委員である社外取締役が３名おり、取締役９名のうち３名が社外取締役であります。

監査等委員である社外取締役３名は、定期的に監査等委員会を開催して情報交換、認識共有を図っております。

【原則４－８、補充原則４－８（２）】独立社外取締役の経営陣・監査役との連携

社外取締役３名のうち１名（独立役員）は常勤で、各種社内会議に出席し、取締役の職務執行を監視できる体制になっております。

また、社外取締役は、会計監査人より定期的な報告を受け、必要に応じて随時情報交換を行い、実効性の高い監査を実現すべく連携をとっており
ます。

【原則４－９】社外取締役となる者の独立性

東京証券取引所が定める基準を当社における社外取締役の独立性の判断基準としております。

【原則４－１１、補充原則４－１１（１）】取締役会の構成

当社の取締役会は、取締役となる者の知識・経験・能力・多様性を重視し、取締役会全体のバランスや経営状況を検討した上で構成しておりま
す。取締役候補者の指名に当たっては、当社の企業理念を尊重し、経営戦略及び持続的成長と中長期的な企業価値向上に貢献するための資質
を備えた者、経営管理業務を公正かつ効率的に遂行できる知識及び経験を有する者、職務遂行に必要な高い能力や知見を有する者を指名して
おります。社外取締役の指名に当たっては、法令上の社外性、独立性に関する適確性を重視し、法務及び財務・会計に関する豊富な経験と幅広
い見識を有している者を指名しております。

【原則４－１１、補充原則４－１１（２）】役員の兼任状況

当社取締役で他の上場会社の役員の兼任者はおりませんが、社外取締役を除く取締役が他の上場会社の役員を兼任する場合には、事前に当
社の取締役会の承認を得ることとしております。

また、毎年取締役の兼任状況について確認した上で、その結果を取締役の選任議案に係る株主総会参考書類、事業報告及び有価証券報告書に
おいて開示しております。

【原則４－１１、補充原則４－１１（３）】取締役会の実効性分析・評価

原則月１回以上の取締役会を開催しており、重要事項の審議・決議を行っております。

監査等委員（全員が社外取締役）は、その審議の過程で業務執行及び取締役を監督する観点から、また、取締役会そのものの実効性について適
正を確保するため意見具申し、取締役の業務執行に反映させております。

【原則４－１４、補充原則４－１４（２）】役員に対するトレーニングの方針

業務の執行に必要な知識及び能力向上のため、外部機関などを利用した研修等を実施しております。

【原則５－１】株主との建設的な対話に関する方針

当社は持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図るために、株主総会を株主との対話の重要な機会と位置付け、質疑応答に十分な時間を
とるように努めております。また、普段は総務部長が株主との対話全般を統括し、株主からの質問・要望には、然るべく対応しております。

また、要望に応じて、機関投資家及びアナリストに対する会社業況の説明を積極的に行っております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

WINBASE TECHNOLOGIES LIMITED 1,041,500 7.02



株式会社ウィークリーセンター 636,300 4.29

株式会社プラス 600,002 4.04

MSIP CLIENT SECURITIES 364,500 2.46

有限会社広栄企画 228,358 1.54

中島和信 179,000 1.21

大場健一 127,900 0.86

BANK JULIUS BAER HK FAO KOICHIRO YAMADA AC77021567-01 110,010 0.74

マネックス証券株式会社 99,251 0.67

マイルストーン　キャピタル　マネジメント株式会社 89,830 0.61

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第二部

決算期 7 月

業種 建設業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

当社は親会社を有しておりませんが、2016年7月に、当社100％出資子会社エトス株式会社を設立しております。

また、2017年5月に、株式会社東京テレコムエンジニアリング、2018年1月に株式会社山栄テクノ、2018年9月に井口建設株式会社の全株式を取得
し、当社100％子会社としております。この４社が2019年7月期より連結決算対象となりました。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

後藤　俊雄 その他 △

三浦　暢之 公認会計士 △

池田　裕彦 弁護士 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

後藤　俊雄 ○ ○ ―――

法律事務所における長年の経験に基づく専門
的な知識を有しており、コーポレート・ガバナン
ス強化のため、独立した立場から意見をいただ
きたいため。

また、同氏の属性や当社との関係から、一般株
主との利益相反のおそれがないため、独立役
員としております。

三浦　暢之 ○ 　 ―――
税理士としての豊富な経験と高い見識を有して
いるため。

池田　裕彦 ○ 　 ―――
弁護士として法律に精通しており、十分な見識
を有しているため。

【監査等委員会】



委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 3 1 0 3 社外取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締

役及び使用人の有無
あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

監査等委員である取締役は全員社外取締役であり、業務執行取締役からの独立性を有しております。

また、監査等委員である取締役を補助すべき使用人として選任された使用人は、監査等委員である取締役の指揮命令の下で監査等委員である
取締役の補助業務を行うものとし、業務執行取締役の指揮命令は受けないものとしております。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査等委員は、会計監査人より定期的に報告を受け、また、必要に応じて情報交換を行い、実効性の高い監査を行っております。

代表取締役社長の直轄の部門として内部監査室を設置しており、内部監査室は、その監査活動を通じて内部統制機能を強化しております。

また、監査等委員及び内部監査室長は随時情報交換を行い、また、決算期末等には共同して業務監査を行っております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【独立役員関係】

独立役員の人数 1 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

2013年10月25日開催の第47回定時株主総会で、役員退職慰労金制度を廃止し、取締役に対し株式報酬型ストック・オプション（新株予約権）制度
の導入を決議いたしました。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、社外取締役

該当項目に関する補足説明

取締役（監査等委員であるものを含む。）に対し、付与いたします。

株式報酬型ストック・オプションによる報酬枠は、監査等委員でない取締役に対し、年額200,000千円以内という報酬枠の範囲内、監査等委員であ
る取締役に対し、年額50,000千円以内という報酬枠の範囲内で付与しております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない



該当項目に関する補足説明

2019年7月期における役員報酬は、監査等委員でない取締役96,496千円、監査等委員である取締役19,298千円であります。社外取締役に対する
報酬は、19,298千円であります。

前記支給額には、ストック・オプションとして付与した新株予約権に係る当事業年度中に費用計上した分（監査等委員でない取締役13,096千円、監
査等委員である取締役938千円）を含んでおります。

報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社の役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は、監査等委員でない取締役と監査等委員である取締役を区分し、それぞれ
の算定方法の決定に関する方針は以下のとおりであります。

監査等委員でない取締役の報酬の額については、取締役として代表取締役社長に一任することとしており、代表取締役社長和田明彦は株主総会
で決議された報酬の総額の範囲内において、同業他社の役員報酬の水準、当社従業員の最高役職者の役職手当等を参考として、役職別の手当
並びに基本報酬を設定し、また、監査等委員でない取締役各人の業績への貢献度や役割・責任に応じた職務達成度を勘案し各人別の報酬額を
決定しております。

監査等委員である取締役の報酬の額については、株主総会で決議された報酬の総額の範囲内において、監査等委員会が決定することとしてお
り、監査等委員である取締役各人の会社への貢献度や役割・責任の達成度を総合的に勘案し、監査等委員　後藤俊雄、三浦暢之、池田裕彦の
協議により決定しております。

なお、取締役の報酬限度額（監査等委員を除く。）は、2015年10月27日開催の第49回定時株主総会において年額200,000千円以内（ただし、使用
人分給与は含まない。）と決議しており、監査等委員である取締役の報酬限度額は、2015年10月27日開催の第49回定時株主総会において年額
50,000千円以内と決議しております。

また、ストック・オプションとして取締役に発行する新株予約権に関する報酬額としましては、2015年10月27日開催の第49回定時株主総会におい
て、常勤取締役（監査等委員であるものを除く。）につきましては、年額200,000千円（ただし、使用人分給与は含まない。）の報酬限度額の範囲内、
監査等委員である常勤取締役につきましては、年額50,000千円の報酬限度額の範囲内と決議しております。

【社外取締役のサポート体制】

適時・適切に社外取締役に随時情報を伝達しております。また、取締役会で決議をする際に事前の検討を要する案件については、社外取締役に
事前に資料を送達し、検討時間を確保しております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

――― ――― ――― ――― ――― ―――

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 0 名

その他の事項

相談役・顧問に関する制度はありますが、現在、対象者はおりません。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社は、監査等委員会設置会社であり、３名の監査等委員である取締役全員が社外取締役であり、社外取締役のうち１名は、当社との関係にお
いて一般株主との利益相反の恐れのない独立役員として指定しており、監査等委員会は当社の内部統制システムを活用した監査を行い、内部監
査室から定期的に内部監査の実施状況とその結果の報告を受けるとともに、必要に応じて当社取締役、業務執行部門に対して報告を求めること
ができる体制をとっております。

また、取締役会等を通じて取締役間相互の業務執行監視を行っているほか、監査等委員である取締役が取締役会等の各種会議に出席し、職務
執行の監視をできる体制をとっております。

取締役会は、監査等委員でない取締役６名と監査等委員である取締役３名（全員が社外取締役）で構成され、経営の基本方針等重要な事項を決
定するとともに、取締役の職務執行と各部門の業務執行を監督しております。

また、重要な経営課題につきましては、毎週金曜日に開催される経営会議で審議し、取締役会で決定しております。

経営会議には、６名の監査等委員でない取締役と１名の監査等委員である取締役が参画しております。

監査等委員会は、会計監査人より定期的な報告を受け、また、必要に応じて随時情報交換を行い、実効性の高い監査、監督を目指しております。
また、監査法人としては、監査法人大手門会計事務所と監査契約を締結し、武川、向井会計士のほか９名で当社の監査チームが構成され、監査
年数は２年を経過しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由



社外からのチェックという観点から、監査等委員である３名の社外取締役が、客観的立場から監査等委員でない取締役の職務執行を監視してお
り、また、法律及び財務の専門的見地からの経営に対する監視機能の面においても十分に機能する体制が整っていると判断しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
当社では、招集通知の早期発送に努めており、発送前のウェブサイト掲載も実施しており
ます。

集中日を回避した株主総会の設定
当社は決算期が７月期であることから、株主総会は毎年10月に開催しており、年間集中
日に株主総会を開催しておりません。

電磁的方法による議決権の行使
議決権行使のプラットフォーム利用につきましては、2015年10月27日開催の当社第49回
定時株主総会から実施しております。

招集通知（要約）の英文での提供
招集通知の英訳につきましては、当社株主に占める外国人比率が低いため、現在は実施
しておりませんが、今後の状況により、実施することを検討いたします。

その他 当社ホームページに招集通知を掲載しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表

当社は、適切かつ信頼性のある企業情報を、タイムリーに開示することが経営
の透明性を確保する手段のひとつであると認識しております。そのため法令遵
守はもとより、ステークホルダーにとって重要であると判断した情報について
は、法令に基づく開示以外の情報についても積極的に開示することとしており
ます。

IR資料のホームページ掲載
当社は、ホームページ上の「ＩＲ情報」に決算情報、適時開示情報等を掲載して
おります。

当社ＵＲＬ　http://www.ohmori.co.jp/

IRに関する部署（担当者）の設置
当社では、株主対応及びＩＲ対応は、総務部長が担当しており、対話内容につ
いては、随時経営陣に報告され、内容によっては今後の対応について指示を
受けております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

地球環境の悪化は国際的な問題としてばかりでなく、私たちの身近な問題としてとらえなけ
ればなりません。特に当社は、建設業という業務の性格上、この環境問題を避けて通るこ
とはできません。建設業は自然環境保全と生活環境整備の重責を担うものであり、当社で
はその事業活動の環境への配慮、技術開発、地域社会との調和に取り組んでおり、各種
工事の実施に際しては、常に環境に与える負荷の軽減を目指しております。当社が独自開
発したＯＬＹ工法は、環境を重視した地球に優しい工法であり、今後もＯＬＹ工法の普及を通
じて、環境の保全に努めてまいります。

また、新たな事業として、太陽光発電事業に取り組んでおります。

半永久的で偏在しない太陽エネルギーを利用する太陽光発電は、発電時に二酸化炭素を
排出しないクリーンなエネルギーで、環境保全に役立つものと確信しております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

１．監査等委員でない取締役（以下、「取締役」という。）及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

取締役会の諮問機関として外部有識者を主要メンバーとして設立したコンプライアンス委員会に対して、当社の主要案件・主要業務を適宜、報告
することにより、外部の牽制を通じて重要事項に対する法務チェックを行う。

また、全社的な法令遵守体制の確立を図るため、業務部門から独立した内部監査室により、使用人の業務執行状況の監査を行う。そして、当社
において、原則３か月に１回開催される、全役職員が出席する全体会議において、代表取締役社長及び担当取締役が法令遵守の重要性を定期
的に説明し、法令遵守体制の全社的な強化・徹底を図る。また万一、取締役または使用人に法令違反の疑義のある行為等を発見した場合は、速
やかに通報、相談できる体制を整備する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報については、文書取扱規程に基づき、その保存媒体（文書または電磁的媒体）に応じて適切に保存及び管理する
ものとし、また、取締役及び監査等委員である取締役は、その保存媒体を必要に応じ、閲覧できるものとする。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

全社的に影響を及ぼす可能性のあるリスクの管理は総務部が行うものとし、各部門の所管業務に付随するリスクに関する管理は当該部門が行
う。万一、不測の事態が発生した場合は、代表取締役社長若しくは代表取締役社長が指名する取締役が総括責任者となり、迅速且つ適切な対応
を行い、損失を最小限に止めるものとする。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役の職務分担を明確にし、担当職務に関する権限を委譲し、職務執行の効率化を図る。

当社の経営戦略に関わる重要事項については、社長をはじめとする取締役によって構成される経営会議において、事前に討議を行い、その審議
を経て取締役会で意思決定を行う。各取締役は、毎月開催される定時取締役会において担当職務に関する報告を行い、取締役会が、全社的な業
務の効率化と方向性の統一を行い、取締役が効率的に職務を執行することのできる環境を整える。

５．株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

（１）子会社の所管業務については、その自主性を尊重しつつ、事業計画に基づいた施策と効率的な業務遂行、透明性を確保した企業集団のコン
プライアンス体制を構築し、リスク管理体制の確立を図るため、当社事業開発担当取締役が統括管理する。

（２）子会社に法令違反があると思われる時には、当社事業開発担当取締役の指示により当社の内部監査室が、当該子会社の監査を実施する。

（３）重要事項を実施する場合、当社の稟議事項とするとともに、所定の事項については、その実施前に、当社事業開発担当取締役に報告する。

６．監査等委員である取締役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項並びにその使用人の取締
役からの独立性及び監査等委員である取締役の使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

監査等委員である取締役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役は取締役会を開催して、監査等委員である取締役と協
議のうえ、監査等委員である取締役を補助すべき使用人を決定する。

また、監査等委員である取締役を補助すべき使用人として選任された使用人は、当該期間中は監査等委員である取締役の指揮命令の下で監査
等委員である取締役の補助業務を行うものとし、取締役の指揮命令は受けないものとする。

７．取締役及び使用人が監査等委員である取締役に報告するための体制及びその他の監査等委員である取締役への報告に関する体制

取締役及び使用人は、取締役会に付議する重要な事項及び重要な決定事項、重要な月次報告、重要な会計方針・会計基準の変更、会社に著し
い損害を及ぼす恐れのある事項、重大な法令・定款違反、その他必要な重要事項を監査等委員である取締役に報告するものとする。

監査等委員である取締役は必要に応じていつでも、取締役及び使用人に対して必要事項に関して報告を求めることができ、また、重要と思われる
会議に出席することができるものとする。なお、監査等委員である取締役に報告を行った者が、当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを
受けないことを確保する。

８．監査等委員である取締役の職務の執行について生ずる費用等の処理に係る方針に関する事項

監査等委員である取締役の職務執行に関して生ずる費用については、会社の経費予算の範囲内において、所定の手続きにより会社が負担す
る。

９．その他監査等委員である取締役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査等委員である取締役は定期的に、また必要に応じ、代表取締役社長、会計監査人、顧問弁護士と意見交換を行い、監査の実効性を確保す
るものとする。

10．財務報告の適正性と信頼性を確保するための体制

金融商品取引法の求める財務報告に係る内部統制の有効性を継続的に評価するために、「内部統制の基本方針書」「内部統制の整備・運用及
び評価基本計画書」を定め、必要な業務体制を整える。

11．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切関わりを持たず、万一疑わしき事態が発生した場合は、所管警察署や顧問弁
護士と相談し、組織的に毅然とした姿勢で対応する。

12．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

「内部監査計画書」に基づき、内部監査部門は監査等委員である取締役及び会計監査人と連携しながら内部監査を実施し、業務の適正性、効率
性を確保している。なお、業務執行取締役に対する監督機能を強化し、コーポレート・ガバナンスを一層強化する観点から、当社は、2015年10月27
日より監査等委員会設置会社に移行している。また、子会社の内部統制管理に関しては、当社の経営方針を子会社の経営陣に伝達するほか、
子会社の従業員から情報を収集する等子会社の業務状況を継続的にモニタリングすることにより、グループ全体の内部統制システムが有効に機
能するよう取り組んでいる。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

・反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社は法令を遵守し、いかなる反社会的勢力とも一切関係を持たないことを基本方針としております。

また、万一、反社会的勢力側から接触があり、不当要求がなされた場合は、断固としてこれを拒絶いたします。

・反社会的勢力排除に向けた体制の整備状況

反社会的勢力に対する対応統括業務は、総務部が担務しており、総務部長が不当要求防止責任者を務めております。

また、警察署及び社団法人警視庁管内特殊暴力防止対策連合会等の外部専門機関と連携し、反社会的勢力に関する情報を収集し、対策等を講
じております。さらに、組織として対応できるよう社内において研修を実施し、反社会的勢力の排除を全社的に周知徹底しております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 あり

該当項目に関する補足説明

１．基本方針

当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を尊重し、特定の者による当社株式の大規模買付
行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資するものである限り、これを一概に否定するものではありま
せん。また、最終的には株式の大規模買付提案に応じるかどうかは株主の皆様の決定に委ねられるべきだと考えています。

ただし、株式の大規模買付提案の中には、例えばステークホルダーとの良好な関係を保ち続けることができない可能性があるなど、当社グループ
の企業価値ひいては株主共同の利益を損なうおそれのあるものや、当社グループの価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主
の皆様が最終的な決定をされるために必要な情報が十分に提供されないものもありえます。

そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から付託された者の責務として、株主の皆様のために、必要な時間や情報の確保、株式
の大規模買付提案者との交渉などを行う必要があると考えています。

２．買収防衛策の概要

（１）目的

当社株式等の大規模買付行為を行おうとする者（買収者）が遵守すべきルールを明確にし、株主の皆様が適切な判断をするために必要かつ十分
な情報及び時間、並びに当社が大規模買付行為を行おうとする者との交渉の機会を確保することを目的としています。

（２）骨子

当社株式の20％以上を買付けしようとする買収者が遵守すべき手続きを設定し、買収者がその手続きを遵守しない場合、また、当該買収行為が
当社の企業価値を毀損するか株主共同の利益に反するものである場合には、当社として対抗措置をとる旨を事前警告するものです。

（３）導入に係る手続

株主の皆様のご意思をより反映させるという観点から、2019年10月25日開催の当社定時株主総会において、当社株式等の大規模買付行為に関
する対応策（買収防衛策）を導入することに関して承認を得て導入しました。

（４）有効期間

2019年10月25日開催の第53回定時株主総会において承認決議の時から2022年10月開催予定の定時株主総会終結の時まで。

（５）対抗措置

新株予約権の無償割当てを行い、買収者以外の株主に新株を交付し、買収者の保有割合の希釈化を行います。

（６）独立委員会

買収者への対抗措置の発動に関し、取締役会の恣意的判断を排するため、業務執行を行う経営陣から独立した独立委員会を取締役会の諮問機
関として設置しています。

(７）その他

本買収防衛策の詳細につきましては、下記のＵＲＬに掲載しています。

http://ohmori.co.jp/images/2019093002.pdf

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

適時開示体制の概要

当社の会社情報の適時開示に当たっては、分かりやすい具体的な記述を行うように努めており、開示に係る社内体制の状況は、下記のとおりで
あります。

１．適時開示に係る開示体制

当社では、月に１回定期的に開催する取締役会において、重要な決定をしております。また、必要に応じ臨時の取締役会を開催し、迅速な決定を
しております。決定内容について開示が必要か否かの判断は、東京証券取引所の「会社情報適時開示ガイドブック」に従って、総務部長あるいは
経理部長が行い、社長に報告しております。

２．情報の正確性確保

適時開示に際しては、情報の正確性について十分に審議し、誤謬がないよう努めております。特に、経理・財務に係る内容につきましては、適時
会計監査人の助言・指導を受け、開示情報の正確性を確保しております。

３．情報開示

当社における重要な会社情報の開示については、ＴＤnetによる東京証券取引所への登録のほか、報道機関への開示情報の投函ならびに当社
ホームページに掲載しております。



当社のコーポレート・ガバナンスの体制の模式図は、次のとおりであります。

株      主      総      会 

会 

計

監

査

人 

取締役会 

取締役 
（監査等委員であるものを除く） 

 

社内取締役 ６名 

内部監査室 代表取締役社長 

各事業本部・経理部・総務部・子会社 

連携 

監査 報告 指示 

指示 

報告 

選定・監督 

連携 

連携 

監査 

選任（１年に１回）・解任 選任（２年に１回）・解任 

監査等委員で 

ある取締役 

  
社外取締役３名 

（内独立役員１名） 

監督 

選任・解任 

コ ン プ ラ イ ア ン ス 委 員 会 

（重要案件に関する諮問機関） 

独立委 員 会 

（買収防衛策に関する諮問機関） 



適 時 開 示 体 制 概 要 書 

（適時開示に係る宣誓書添付書類） 

 

2019 年 11 月 13 日 

 

 

会 社 名 株式会社 大盛工業 

（コード番号 1844 東証第２部） 

 

当社の会社情報の適時開示に係る社内体制の状況は、下記のとおりです。 

 

記 

 

取締役会

代表取締役社長

担当取締役

監査等委員会

　　　　会計監査人　　　

弁護士

　　　　　　総務部　　　　　　　
（主として、株式、株主に関する事項）

東京証券取引所

　　　　　　経理部　　　　　　　
（主として、決算及び業績に関する事項）

適時開示

⇒

 

1. 決定事実に関する開示 

重要な決定事項につきましては、定時取締役会又は臨時取締役会において決定し、開示が

必要となる場合は、取締役会決議後、速やかに開示手続きを行っております。 

 

2. 発生事実に関する開示 

重要な事実が発生した場合は、総務部及び経理部が主体となり、当該情報の内容を確認し、

開示が必要となる場合は、速やかに開示手続きを行っております。 

 

3. 決算情報に関する開示 

四半期決算、半期決算、年度決算等につきましては、経理部が主体となり、年間スケジュール

に基づき、適時開示しております。 

 

4. 会計監査人、顧問弁護士との連携 

開示する内容に応じて必要な場合は、会計監査人及び顧問弁護士のアドバイスを受け、数値

の確認、法務的なチェックを行った上で、開示を行っております。 

以上 


